
 資料作成について

(1)　当該ファイルは「指定障害者支援施設等」の別表となります。

(2)　別表は１～８まであり、事業ごとに様式が分かれている表もあります。

　　　シート名【共通】は、すべての施設が作成し、提出してください。

　　　シート名【（事業名）】は、貴施設で実施している事業についてのみ作成し、提出してください。

　（例）施設入所支援、生活介護、短期入所を実施している施設が提出する別表（シート名で表示）
　　　　【共通】別表１（４）、別表２、別表３、別表４(1)(2)、別表５、別表７、別表８
　　　　【入所】別表１（１）～（３）、別表６
　　　　【生介】別表１（１）～（３）、別表６
　　　　【短入】別表６
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【別表１】　職員の状況

（４）職員の配置状況

年 年 常勤 専従 時間 時間 時間

非常勤 兼務

年 年 常勤 専従 時間 時間 時間

非常勤 兼務

年 年 常勤 専従 時間 時間 時間

非常勤 兼務

年 年 常勤 専従 時間 時間 時間

非常勤 兼務

年 年 常勤 専従 時間 時間 時間

非常勤 兼務

年 年 常勤 専従 時間 時間 時間

非常勤 兼務

年 年 常勤 専従 時間 時間 時間

非常勤 兼務

年 年 常勤 専従 時間 時間 時間

非常勤 兼務

年 年 常勤 専従 時間 時間 時間

非常勤 兼務

年 年 常勤 専従 時間 時間 時間

非常勤 兼務

年 年 常勤 専従 時間 時間 時間

非常勤 兼務

年 年 常勤 専従 時間 時間 時間

非常勤 兼務

年 年 常勤 専従 時間 時間 時間

非常勤 兼務

年 年 常勤 専従 時間 時間 時間

非常勤 兼務

名

（注）１　事業所職員全員について記入すること（非常勤職員、登録ヘルパー等サービス提供している者全員について記入すること）。

　　　２　一施設で複数サービスの指定を受けている場合は、当該指定事業についてのみ記入すること。

　　　３　「業務に関連する資格等」は、指定基準（人員基準）上必要とされる資格の取得（研修の受講）状況等について記入すること。

　　　４　「経験年数」の「現事業所経験」は、現事業形態の指定を受け、当該事業の職員として就任（就職）した日からの年数を記入すること。（月・日単位の端数は切り捨てて記入。）

　　　５　「直近月の勤務状況」は、本資料作成日の直前月の勤務状況（実績）について記入すること。（書きにくい場合は前々月の状況で可。）

　　　６　「直近月の勤務状況」について、事務員・調理員等、指定基準に定める以外の職員で、兼務の状況を書きにくい場合は合計時間の記入のみで可。

合　計

  　 .　.　   　 .　.　

  　 .　.　   　 .　.　

  　 .　.　   　 .　.　

  　 .　.　   　 .　.　

  　 .　.　   　 .　.　

  　 .　.　   　 .　.　

  　 .　.　   　 .　.　

  　 .　.　   　 .　.　

  　 .　.　   　 .　.　

  　 .　.　   　 .　.　

  　 .　.　   　 .　.　

  　 .　.　   　 .　.　

  　 .　.　   　 .　.　

※記載例 就労Ｂ･△△作業所

取得（修了）
年月日

職　種 氏　名

業務に必要な資格
（研修の受講）等

専従・
兼務
の別

名称

兼務先事業所
（職名）

（資料作成日現在）

経験年数（当年度4月1日現在）
常勤・
非常勤
の別

生活支援員 ○○ ○○ 社会福祉士 H22.5.1 R2.4.1 3 5

他の社会
福祉事業

の
経験年数

就任（就職）
年月日

勤務
年数

現事業所経験

合計

（生活支援員）

当該
事業所

直近月の勤務状況
（令和　年　月分）

160 80 80

兼務先
事業所

備　考
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【別表２】　直近月の勤務時間表（既存資料による代用も可。ただし指定事業ごとの勤務状況が分かるものであること。）

日付 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

曜日

※記載例

管理者 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 84 20 0.5

生活支援員 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 176 40 1.0

合　計
（注）１　本資料作成日の直近月の勤務状況（実績）について記入すること。（書きにくい場合は前々月の状況で可。）

　　　２　一施設で複数サービスの指定を受けている場合は、当該指定事業についてのみ記入すること。

　　　３　「１週間に勤務すべき所定の勤務時間」は、直近月の実績にかかわらず、所定の勤務時間数を記入すること。（例:１日８時間×週５日勤務＝40時間）

常勤換算
後の員数職　種 氏　名

１か月の
勤務時間
（合計）

１週間に
勤務すべ
き所定の
勤務時間

○○ ○○

△△ △△
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【別表３】

　研修状況及び研修内容

（注１）感染症等の業務継続に係る研修は、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止の研修と一体的に実施することは差し支えない。
（注２）外部研修への参加についても記載すること。なお、別紙として研修実施一覧表等を添付しても差し支えない。

研　修　名
研　修　年

月　日
職　名 研修人員

（例）虐待防止研修 R4.9.1 介護職員等 20人

感染症及び災害の業務継続に係る研修（注１）・新規採用時

上記以外の研修を実施している場合は、下記に記載すること。（注２）

虐待防止のための研修・新規採用時

（前年度実績）

研　修　内　容

全社協主催○○○研修会の復命研修会

感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止の研修・２回目

感染症及び災害の業務継続に係る研修（注１）・１回目

感染症及び災害の業務継続に係る研修（注１）・２回目（※入所施設のみ）

感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止の研修・１回目

虐待防止のための研修・１回目

感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止の研修・新規採用時

身体拘束適正化のための研修・新規採用時

身体拘束適正化のための研修・１回目
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【別表４】

　利用料等の状況

(1)　介護給付費・訓練等給付費及び相談支援給付費（加算のみ）の請求状況

令
和

令
和

令
和

令
和

令
和

令
和

令
和

令
和

令
和

令
和

令
和

令
和

年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（注）１　本資料作成日の過去１年間の請求実績（サービス種別、加算名称及び請求件数）について下記の記入例を参考に記入すること。
　　（請求事務等の都合により前月分を書きにくい場合は、前々月から１年間の状況で可。なお、過去１年間に実績がない場合は空欄と
　　すること。）

　　　　　２　「請求件数」について、一月に一人の利用者に対して同一の指定サービスを（「居宅介護」のみなど）複数回提供し、それに
　　　伴い加算（初回加算のみなど）要件を満たすサービスを複数回提供しても１件とカウントすること。（延べ件数ではない。）
　　　ただし、一月に異なる指定サービス（「居宅介護」と「行動援護」の併用など）の提供にあわせ各種加算要件を満たすサービス
　　　をそれぞれ提供した場合は、それぞれ１件とカウントすること。

   ※１月に加算を何回算定したかではなく、１月に当該加算を算定した利用者が何人いたかを記載。

過去１年間の請求件数（件）

請求件数：計

サ
ー
ビ
ス
種
別

名称
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（記入例）令和５年８月に実地指導を受検する場合
　　　※資料作成日現在、７月分の請求をしていない場合は、６月までの１年間分（令和４年７月～令和５年６月）を記載する。

令
和

令
和

令
和

令
和

令
和

令
和

令
和

令
和

令
和

令
和

令
和

令
和

4 4 4 4 4 5 5 5 5 5 5 5

年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年

8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

1 1 1 1 1 2 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2 2 2 2 2

2 1 2 2 2 1 1 1

1 4 2 2 3 2 3 7 5 5 4 5

(2)　障がい福祉サービス等に係る利用者負担額のほかに利用者から支払いを受ける費用の状況

①

②

③

④

⑤

⑥

費用の名称 （注）１　本資料作成日現在の状況を記入すること。
　　　　　なお、現在支払いを受けておらず実績がない場合は「該当無し」とすること。
　　　２　介護給付費・訓練等給付費及び地域相談支援給付費によって賄われるもの以外で利用者から
        支払いを受ける費用について、その名称（例：食材料費、日用品費など）を記入すること。
　　　３　費用が６種類以上ある場合は、代表的なもの上位６つを記入すること。

施
設
入
所
支
援

入院・外泊時加算

請求件数：計

過去１年間の請求件数（件）　

生
活
介
護

欠席時対応加算

食事提供体制加算

送迎加算

サ
ー
ビ
ス
種
別

名称
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【別表５】

第５－１　業務継続計画（以下「計画」という。）の策定状況 （前年度実績） 第５－５　苦情解決の仕組み等の状況

（１）苦情解決の仕組み （資料作成日現在）

職 氏名

職 氏名

（前年度実績）

役職 氏名

（２）苦情解決仕組みの周知方法 （資料作成日現在）

（前年度実績）

第５－４　身体拘束の状況 （３）苦情解決結果の公表方法 （資料作成日現在）

（注）記入しきれない場合は別紙とすること。

１回目

感染症に関する訓練

感染症の予防及びまん延防止のための訓練実施状況

感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための対策を
検討する委員会の実施状況

第５－３

　　月

（注）記入しきれない場合は別紙とすること。年間の通じた上記委員会の実施状況が
わかる資料を添付することも可とします。

計画の有無

第５－２

（注）感染症に関する訓練については、「第５－３　感染症の予防及びまん延防止の
ための訓練」と一体的に実施することも差し支えない。２回目は入所施設のみ。

　　月

２回目

災害に関する訓練

　　月

１回目 　　月

感染症に関する訓練（注）

苦情解決責任者

有・無

実施年月日 委員会開催内容

（資料作成日現在）

設置の有無 職・氏名　等

苦情受付担当者 有・無

有・無

有・無 有・無

　　月

２回目

窓口等への掲示

有・無

苦情解決のための要領（マニュアル）の整備

第三者委員 有・無

（法人評議員・民生委員等）

会報等への掲載 契約締結時の説明 有・無

その他
（具体的に）

事業報告書への掲載 有・無 会報等への掲載 有・無

２回目１回目 　　月

その他
（具体的に）

家族等の
確認の
有無

身体拘束の方法 件数 身体拘束の必要な理由
記録の
有無
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第５－６　事故等の発生状況 （前年度分） 第５－７　虐待防止に向けた取組の状況 （前年度実績）

・どのような体制（例：責任者や委員会の設置等）を整備しているか。

・どのような取組（例：研修の実施、マニュアル整備、掲示等）を行っているか。

有・無

有・無記録

有・無

家族等への連絡 有・無

記録等の有無

有・無

有・無

有・無

家族等への連絡

有・無

（注）１　人身事故、財物事故を伴わない無断外出は除く。

有・無

家族等への連絡

有・無記録

市町村への報告

市町村への報告

記録

　　　２ 「事故等の内容・原因」は簡潔に記入すること。

有・無

有・無

有・無

事故等の内容・原因

有・無

家族等への連絡

市町村への報告

記録

市町村への報告

発生年月日

家族等への連絡

記録

　　　３　記載しきれない場合は別紙とすること。

有・無

市町村への報告
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第５－８　消防計画の状況 （資料作成日現在） 第５－11　利用者預り金の状況 （直近月末の状況）

（注）職員への周知状況は、具体的な内容を記入すること。

第５－９　避難確保計画（注）の状況 （資料作成日現在）

①管理の方法及び利用者または親族等への手交方法等

注　市町村地域防災計画に定められた洪水浸水想定区域内、土砂災害警戒区域内、津波浸水想定

　　区域内又は原子力災害対策重点区域内の要配慮者利用施設に該当する場合に作成が必要。

第５－10　消防訓練・防災設備点検の状況 （前年度実績）

（注） １　利用者の所持金を管理している場合についてすべてを記入すること。

　　　及び「現金を保管する場合の保管方法等」は簡潔に記入すること。

注　夜間又は夜間想定の避難訓練を実施した場合は、「○」ではなく「夜」を選択すること。

避難確保計画の
種類を○で囲む

洪水　・　土砂　・　津波　・　原子力

要配慮者利用施
設

該当　・　非該当

　

　 　 　 　 　

　 　

年　月　日　届出
消防署への届出

年月日

　

10
月

　

11
月

12
月

　

人

印鑑管理保管責任者
職・氏名

 　    ２「管理の方法及び利用者又は親族等への手交方法等」

有・無

３
月

１
月

人

年　月　日　届出

年　月　日　届出

２
月

９
月

通帳管理保管責任者
職・氏名

通帳保管場所

②現金を保管する場合の保管方法等

印鑑保管場所

入所者数預り金の有無

８
月

５
月

預り人数消防計画作成
年月日

防火管理者選任
消防署への届出日

職員への周知方法

７
月

年　月　日　作成

市町村担当課へ
の報告年月日

（左記「該当」
の場合）

消防器具・避難経路等の
自主点検

救　　助

通　　報

４
月

区　　　分

避　　難

防火管理者
職・氏名

実
施
状
況

※
実
施
月
に
○
印

消
防
訓
練
（

注
）

６
月

　　

　　

　

　　　

消　　火

避難確保計画に基づく訓練

専門業者等による
防災設備の定期点検
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【別表７】

○　介護給付費・訓練等給付費及び相談支援給付費請求先市町村の状況

直近月に介護給付費・訓練等給付費及び地相談支援給付費を請求した市町村に○印を付けてください。

1 新潟市 9 見附市 17 佐渡市

2 長岡市 10 村上市 18 魚沼市 21 聖籠町 25 出雲崎町 28 刈羽村

3 三条市 11 燕市 19 南魚沼市

4 柏崎市 12 糸魚川市 20 胎内市 22 弥彦村 26 湯沢町 29 関川村

5 新発田市 13 妙高市  30 粟島浦村

6 小千谷市 14 五泉市 23 田上町 27 津南町

7 加茂市 15 上越市

8 十日町市 16 阿賀野市 24 阿賀町

東蒲原郡

市町村数計

20市　 10町村

北蒲原郡 三島郡 刈羽郡

西蒲原郡 南魚沼郡 岩船郡

南蒲原郡 中魚沼郡
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【別表８】
○　前回実地指導の指摘事項の改善状況

（改善状況報告書の提出を要する指摘事項）

（改善状況報告書の提出を要しない指摘事項）

（改善状況報告書の提出を要する指摘事項）

（改善状況報告書の提出を要しない指摘事項）

（改善状況報告書の提出を要する指摘事項）

（改善状況報告書の提出を要しない指摘事項）

（注）記入しきれない場合は別紙とすること。

組織運営・人事管理
等に関する事項

区　　　分 指　摘　事　項 改　善　状　況

施設運営管理に関す
る事項

入所者処遇の確保に
関する事項
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別表１　従業者の員数等　〔施設入所支援を行う場合〕

(1)　指定障害福祉サービス事業等の利用定員

人

(2)　利用者数の算定

延べ
利用者

数

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

開所
日数

日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日

（注）１　上段には資料作成日の前年度の各月における延べ利用者数を、下段には各月の開所日数を記入すること。

　　　２　「前年度の平均値」には延べ利用者数の合計を開所日数の合計で除した数（小数点第二位以下切り上げ）を記入すること。

　　　３　新規指定又は定員増に当たり、前年度において１年未満の実績しかない場合（前年度の実績が全くない場合を含む。）は、指定又は定員増の時点から６か月未満の間は便宜上、利用定員の90％

　　　　を利用者数とし、新規指定又は定員増の時点から６か月以上１年未満の間は便宜上、直近６か月間における延べ利用者数をその６か月間の開所日数で除した数とすること。

　　　４　定員減に当たり、減少後の実績が３か月以上あるときは、減少後の延べ利用者数を当該３か月間の開所日数で除した数とすること。

(3)　従業者の員数
（単位：人）

（注）１　「基準数」は上記(2)で算出した『前年度の平均値』をもとに、現に必要な員数を改めて算出し、記入すること。

　　　２　「現員数」は、常勤換算方法により記入すること。

　　　※『常勤換算方法』：従業者の１週間の勤務延時間数を、「当該事業所の常勤の従業者が１週間に勤務すべき時間数（勤務すべき時間が32時間を下回る場合は32時間とする。）」で除することによ

　　　　り、当該事業所の従業員数を常勤の従業者の員数に換算する方法。（小数点第二位以下は切り捨て）

合　計

非
常
勤

専従

兼務

現
員
数

常
勤

＊サービス管理責任者は、原則、昼間実施サービスのサービス管理責任者が兼務。

兼務

専従

生活支援員
サービス

管理責任者
その他の
従業者

＊昼間実施サービスのみ提供する施設入所支援の場合は、宿直勤務を行う
生活支援員１以上確保で足りる。

合　計

基準数

区　分 管理者

合計
前年度の
平均値

#DIV/0!

９月 10月 11月 ３月２月８月 12月 １月４月 ５月 ６月 ７月
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別表６－１　定員超過利用の状況　〔施設入所支援を行う場合〕

※　定員超過の状況の有無にかかわらず、必ず記入すること。

※　「(1)１日の状況」、「(2)過去３か月の状況」ともに、事業所の利用定員に応じて①又は②のいずれかを記入すること。

(1)　１日の状況（R　　年　　月分）

①　利用定員５０人以下の事業所

（注）１　本資料作成日の直前月の状況（実績）について記入すること。（書きにく
　　　　い場合は前々月の状況で可。）
　　　２　計算過程において生じた小数点以下の端数は切り上げること。
　　　３　「開所日ごとの利用者数」において、休日等については／（斜線）とする

開所日ごとの利用者数（人） 　　　　か、「休」等と記入すること。
　　　★　「開所日ごとの利用者数」についてはそれぞれの値を『Ｂ』とし、Ｂ＞Ａ
　　　　となる日については、利用者全員について、当該１日分の報酬を厚生労働大
　　　　臣が定める所定単位数の100分の70に減額を行う必要があること。

②　利用定員５１人以上の事業所

（注）４　本資料作成日の直前月の状況（実績）について記入すること。（書きにく

　　　　い場合は前々月の状況で可。）

　　　５　計算過程において生じた小数点以下の端数は切り上げること。

　　　６　「開所日ごとの利用者数」において、休日等については／（斜線）とする

開所日ごとの利用者数（人） 　　　　か、「休」等と記入すること。

　　　★　「開所日ごとの利用者数」についてはそれぞれの値を『Ｄ』とし、Ｄ＞Ｃ

　　　　となる日については、利用者全員について、当該１日分の報酬を厚生労働大

　　　　臣が定める所定単位数の100分の70に減額を行う必要があること。

･･･ Ｄ

月間の延べ
利用者数（合計）

人

31日30日27日 28日 29日21日 22日 23日 24日 25日 26日

11日 12日 13日 14日 15日 16日 17日 18日 19日 20日

･･･ Ｂ

月間の延べ
利用者数（合計）

人

7日 8日 9日 10日

＝ ･･･ Ｃ
100

1日 2日 3日 4日 5日 6日

利用定員

人 －５０×
105

＋５５

30日 31日21日 22日 23日 24日 25日 26日 27日 28日 29日

17日 18日 19日 20日11日 12日 13日 14日 15日 16日

7日 8日 9日 10日1日 2日 3日 4日 5日 6日

利用定員

人 × 110 ＝ ･･･ Ａ100
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別表６－２　　
(2)　過去３か月の状況（R　　年　　月 ～ R　　年　　月分）

過去３か月の開所日数

過去３か月の延べ利用者数

（注）３　本資料作成日の直前月を起点とした過去３か月の状況（実績）について記入すること。（書きにくい場合は前々月からの状況で可。）

　　　４　計算過程において生じた小数点以下の端数は切り上げること。

　　　★　Ｈ＞Ｇとなる場合は、利用者全員について、当該月（直前月のこと。３か月分の全てではない。）の報酬を厚生労働大臣が定める所定単位数の100分の70に減額を行う必要があること。

　　　　

　

･･･ Ｈ

〔　　月〕 〔　　月〕 〔　　月〕

〔　　月〕 〔　　月〕 〔　　月〕

人 ＋ 人 ＋ 人 ＝

＋ 日 ×
105

＝ ･･･ Ｇ
100

利用定員

人 × 日 ＋ 日
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【別表１】

１　従業者の員数等　〔生活介護を行う場合〕 ※　該当する事業に関して、記入してください。

(1)　指定障害福祉サービス事業等の利用定員

人

(2)　利用者数の算定

延べ
利用
者数

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

0
人 人

開所
日数

日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日 日

0
日

（注）１　上段には資料作成日の前年度の各月における延べ利用者数を、下段には各月の開所日数を記入すること。

　　　２　「前年度の平均値」には延べ利用者数の合計を開所日数の合計で除した数（小数点第二位以下切り上げ）を記入すること。

　　　３　新規指定又は定員増に当たり、前年度において１年未満の実績しかない場合（前年度の実績が全くない場合を含む。）は、指定又は定員増の時点から

　　　　　６か月未満の間は便宜上、利用定員の90％を利用者数とし、新規指定又は定員増の時点から６か月以上１年未満の間は便宜上、直近６か月間における

　　　　　延べ利用者数をその６か月間の開所日数で除した数とすること。　　　

　　　４　定員減に当たり、減少後の実績が３か月以上あるときは、減少後の延べ利用者数を当該３か月間の開所日数で除した数とすること。

(3)　従業者の員数 （単位：人）

（注）１　「基準数」は上記(2)で算出した『前年度の平均値』をもとに、現に必要な員数を改めて算出し、記入すること。

　　　２　「現員数」は、常勤換算方法により記入すること。

　　　※『常勤換算方法』：従業者の１週間の勤務延時間数を、「当該事業所の常勤の従業者が１週間に勤務すべき時間数（勤務すべき時間が32時間を下回る場合は32時間と
する。）」で除することにより、当該事業所の従業員数を常勤の従業者の員数に換算する方法。（小数点第二位以下は切り捨て）

0

0

合　計

0

0 0 0 0 0 0

現
員
数 0

専従 0

00

0

0

非
常
勤

0基準数

専従

0

兼務

常
勤

兼務

作業療法
士
③

３月 合計
前年度の
平均値

#DIV/0!

９月 10月 11月 12月 １月 ２月

生活支援
員
④

小計
①～④の

計

サービス
管理責任

者

その他の
従業者

合　計

0

0

４月 ５月 ６月 ７月 ８月

区　分 管理者 医師
看護職員

①

理学療法
士
②
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○基準数の算定

(1)看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の総数（必要数）

　※平均障害程度区分の算定

（注）１　前年度に利用のあった全ての利用者について記入すること。

　　　２　「（総）利用者数」は実人数（延べ数ではない）を記入すること。

　　　３　計算過程で小数点以下の端数を生じる場合は、小数点第二位を四捨五入すること。

・看護職員

　　 指定生活介護の単位ごとに、１以上

・理学療法士又は作業療法士

・生活支援員

　　 指定生活介護の単位ごとに、１以上

　　※１人以上は常勤

・医師

・サービス管理責任者

　　※１人以上は常勤

人

　利用者に対して日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するため
の訓練を行う場合は、指定生活介護の単位ごとに、必要な数

　利用者に対して日常生活上の健康管理及び療養上の指導を行うために
必要な数（嘱託医の確保でも可）

#DIV/0!

　利用者数が60人以下：１人以上
　利用者数が61人以上：１人に、利用者の数が60を超えて40又は
　　　　　　　　　　　その端数を増すごとに1を加えて得た数以上

    平均障害程度区分

　○平均障害程度区分が４以上５未満　の場合 #DIV/0! 人÷５＝ #DIV/0!

　○平均障害程度区分が５以上　　　　の場合 #DIV/0! 人÷３＝

前年度の
利用者数の

平均値

　○平均障害程度区分が４未満　　　　の場合 #DIV/0! 人÷６＝ #DIV/0!

　区分５の利用者数

総数
(必要数)

常勤換算方法で

人×５＝ 0 ･･･④

　区分６の利用者数 人×６＝ 0 ･･･⑤

人

人

0 ÷総利用者数 0 人＝ #DIV/0!①～⑤の計

　区分４の利用者数 人×４＝ 0 ･･･③

　区分３の利用者数 人×３＝ 0 ･･･②

　区分２の利用者数 人×２＝ 0 ･･･①
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別表６－１　定員超過利用の状況　〔生活介護を行う場合〕

※　定員超過の状況の有無にかかわらず、必ず記入すること。

※　「(1)１日の状況」、「(2)過去３か月の状況」ともに、事業所の利用定員に応じて①又は②のいずれかを記入すること。

(1)　１日の状況（R　　年　　月分）

①　利用定員５０人以下の事業所

（注）１　本資料作成日の直前月の状況（実績）について記入すること。（書きにく
　　　　い場合は前々月の状況で可。）
　　　２　計算過程において生じた小数点以下の端数は切り上げること。
　　　３　「開所日ごとの利用者数」において、休日等については／（斜線）とする

開所日ごとの利用者数（人） 　　　　か、「休」等と記入すること。
　　　★　「開所日ごとの利用者数」についてはそれぞれの値を『Ｂ』とし、Ｂ＞Ａ
　　　　となる日については、利用者全員について、当該１日分の報酬を厚生労働大
　　　　臣が定める所定単位数の100分の70に減額を行う必要があること。

②　利用定員５１人以上の事業所

（注）４　本資料作成日の直前月の状況（実績）について記入すること。（書きにく

　　　　い場合は前々月の状況で可。）

　　　５　計算過程において生じた小数点以下の端数は切り上げること。

　　　６　「開所日ごとの利用者数」において、休日等については／（斜線）とする

開所日ごとの利用者数（人） 　　　　か、「休」等と記入すること。

　　　★　「開所日ごとの利用者数」についてはそれぞれの値を『Ｄ』とし、Ｄ＞Ｃ

　　　　となる日については、利用者全員について、当該１日分の報酬を厚生労働大

　　　　臣が定める所定単位数の100分の70に減額を行う必要があること。

･･･ Ｄ

月間の延べ
利用者数（合計）

人

31日30日27日 28日 29日21日 22日 23日 24日 25日 26日

11日 12日 13日 14日 15日 16日 17日 18日 19日 20日

･･･ Ｂ

月間の延べ
利用者数（合計）

人

7日 8日 9日 10日

＝ ･･･ Ｃ
100

1日 2日 3日 4日 5日 6日

利用定員

人 －５０×
125

＋７５

30日 31日21日 22日 23日 24日 25日 26日 27日 28日 29日

17日 18日 19日 20日11日 12日 13日 14日 15日 16日

7日 8日 9日 10日1日 2日 3日 4日 5日 6日

利用定員

人 × 150 ＝ ･･･ Ａ100
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別表６－２　
(2)　過去３か月の状況（R　　年　　月 ～ R　　年　　月分）
①　利用定員１１人以下の事業所

過去３か月の開所日数

過去３か月の延べ利用者数

（注）１　本資料作成日の直前月を起点とした過去３か月の状況（実績）について記入すること。（書きにくい場合は前々月からの状況で可。）

　　　２　計算過程において生じた小数点以下の端数は切り上げること。

　　　★　Ｆ＞Ｅとなる場合は、利用者全員について、当該月（直前月のこと。３か月分の全てではない。）の報酬を厚生労働大臣が定める所定単位数の100分の70に減額を行う必要があること。

②　利用定員１２人以上の事業所
過去３か月の開所日数

過去３か月の延べ利用者数

（注）３　本資料作成日の直前月を起点とした過去３か月の状況（実績）について記入すること。（書きにくい場合は前々月からの状況で可。）

　　　４　計算過程において生じた小数点以下の端数は切り上げること。

　　　★　Ｈ＞Ｇとなる場合は、利用者全員について、当該月（直前月のこと。３か月分の全てではない。）の報酬を厚生労働大臣が定める所定単位数の100分の70に減額を行う必要があること。

　　　　

　

･･･ Ｈ

〔　　月〕 〔　　月〕 〔　　月〕

〔　　月〕 〔　　月〕 〔　　月〕

人 ＋ 人 ＋ 人 ＝

＋ 日 ×
125

＝ ･･･ Ｇ
100

利用定員

人 × 日 ＋ 日

人 ＝ ･･･ Ｆ

〔　　月〕 〔　　月〕 〔　　月〕

人 ＋ 人 ＋

〔　　月〕 〔　　月〕 〔　　月〕

日 ＋ 日日 ＋

利用定員

人 ＋ ３ × ＝ ･･･ Ｅ
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別表６－１　定員超過利用の状況　〔短期入所を行う場合〕

定員超過利用の状況
※　定員超過の状況の有無にかかわらず、必ず記入すること。

※　「(1)１日の状況」、「(2)過去３か月の状況」ともに、事業所の利用定員に応じて①又は②のいずれかを記入すること。

(1)　１日の状況（R　　年　　月分）
①　利用定員５０人以下の事業所

（注）１　本資料作成日の直前月の状況（実績）について記入すること。（書きにく

　　　　い場合は前々月の状況で可。）

　　　２　計算過程において生じた小数点以下の端数は切り上げること。

　　　３　「開所日ごとの利用者数」において、休日等については／（斜線）とする

開所日ごとの利用者数（人） 　　　　か、「休」等と記入すること。

　　　★　「開所日ごとの利用者数」についてはそれぞれの値を『Ｂ』とし、Ｂ＞Ａ

　　　　となる日については、利用者全員について、当該１日分の報酬を厚生労働大

　　　　臣が定める所定単位数の100分の70に減額を行う必要があること。

②　利用定員５１人以上の事業所
（注）４　本資料作成日の直前月の状況（実績）について記入すること。（書きにく

　　　　い場合は前々月の状況で可。）

　　　５　計算過程において生じた小数点以下の端数は切り上げること。

　　　６　「開所日ごとの利用者数」において、休日等については／（斜線）とする

開所日ごとの利用者数（人） 　　　　か、「休」等と記入すること。

　　　★　「開所日ごとの利用者数」についてはそれぞれの値を『Ｄ』とし、Ｄ＞Ｃ

　　　　となる日については、利用者全員について、当該１日分の報酬を厚生労働大

　　　　臣が定める所定単位数の100分の70に減額を行う必要があること。

利用定員

人 ×
110

＝ ･･･ Ａ
100

10日1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 8日 9日

11日 12日 13日 14日 15日 16日 17日 18日 19日

23日 24日 25日 26日 27日 28日 29日

20日

30日 31日

利用定員

人 －５０×
105

＋５５＝ ･･･ Ｃ
100

21日 22日

1日 2日 3日 4日 5日 6日

･･･ Ｂ

月間の延べ
利用者数（合計）

人

7日 8日 9日 10日

11日 12日 13日 14日 15日 16日 17日 18日 19日 20日

21日 22日 23日 24日 25日 26日 27日 28日 29日 30日 31日

･･･ Ｄ

月間の延べ
利用者数（合計）

人
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別表６－２　過去３か月の状況（R　　年　　月 ～ R　　年　　月分）
(2)　過去３か月の状況（R　　年　　月 ～ R　　年　　月分）

過去３か月の開所日数

過去３か月の延べ利用者数

（注）１　本資料作成日の直前月を起点とした過去３か月の状況（実績）について記入すること。（書きにくい場合は前々月からの状況で可。）

　　　２　計算過程において生じた小数点以下の端数は切り上げること。

　　　３　短期入所「空床利用型」事業所において、「利用定員」及び「利用者数」はそれぞれ当該入所施設全体の状況を記入すること。

　　　★　F＞Eとなる場合は、利用者全員について、当該月（直前月のこと。３か月分の全てではない。）の報酬を厚生労働大臣が定める所定単位数の100分の70に減額を行う必要が

        あること。

利用定員

人 × 日 ×
105

＝ ･･･  Ｅ
100＋ 日 ＋ 日

人 ＝ ･･･Ｆ

〔　　月〕 〔　　月〕 〔　　月〕

〔　　月〕 〔　　月〕 〔　　月〕

人 ＋ 人 ＋

【短入】別表６


